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１．はじめに 

 著者は，計測が簡便な電気抵抗率による RC 構造物の健全性評価手法の開発を進めている 1)．本研究では，

電気抵抗率の計測結果に基づき，コンクリート中の物質透過性状を評価する枠組みを提案する． 

２．健全性評価の手順 

 表 1に，その概要を示す．Ⅰは最も簡便な手順であり，電気抵抗率または電流密度そのものが耐久性能の指

標である．Ⅱは電気抵抗率から，耐久性能の照査に必要な物性値を求めるもので，様々な材料モデルや実験式

が提案されている．Ⅲは規準化された室内試験で，物性値を実測する．Ⅳは屋外曝露実験が典型的な例である．

当然のことながら，Ⅰが最も廉価であるが，Ⅳが物性値を最も精確に評価するため，費用対効果を考慮して適

宜選択されるのが実際的である． 

３．適用例 

 適用例の一つとして，塩素イオンの侵入に伴う鋼材腐食を対象とした．ここでは，物質透過性状として，コ

ンクリートの見掛けの塩素イオン拡散係数が重要になる．表 2に示すように，Ⅰは ASTM C1202 に,Ⅲは土木

学会の規準試験方法の G5712)および G5722)に，Ⅳは G5732)に，それぞれ該当するが，Ⅱに該当する基準化され

た手法は見当たらないことから，室内試験および既往の文献調査から実験式を作成した．NORDTEST492 で定

義される非定常実効拡散係数(Dne)，および G571 等で定義される定常実効拡散係数(De)に対して，電気抵抗率

を説明変数としてべき乗関数で回帰した結果，ひび割れをエポキシ樹脂で補修した領域 1)および長期間供用さ

れてきた RC 構造物中のコンクリートに対する適用結果 1)を，それぞれ図 1～図４に示す．Dne が 10cm2/年，

Deが 1.0cm2/年を超えた場合，推定精度が低下するものの，類似の拡散係数を対象とした既往の代表的な研究

例 3)に比べて，良好な結果となっている．さらに，Dneおよび Deを計測するための試験期間についても，同様

に電気抵抗率を説明変数として直線で回帰した結果を図５および図６に示す．試験期間が 100(hr)未満の場合，

推定精度が低下する傾向がみられるが，コスト評価上重要な 100(hr)以上の場合では，推定精度は良好である．

Dne および De がそれぞれ 10cm2/年，1.0cm2/年を越える場合，その推定精度が低下する原因は，セメント系材

料内部における塩素イオン等の移動に，電気泳動現象以外の因子による影響が卓越してくることを示唆するも

ので 4)，提案する実験式の改良のための大きな課題の一つといえる． 

４．おわりに  

 前項で示した実験式は，適用性の範囲に関する考察を除き，統計的な手法を適用して作成している．したが

って，塩素以外の物質移動に関する評価においても，同様な進め方で，その枠組みの作成が可能と見込まれる． 
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表 1 健全性評価の手順例  表 2 健全性評価の手順例(塩素の場合) 

step 内容  step内容 

Ⅰ 電気抵抗率  Ⅰ 電気抵抗率または電流密度 

 Ⅱa 電気抵抗率から実効拡散係数を推定 
Ⅱ 電気抵抗率から照査に用いる物性値を推定 

 Ⅱb 電気抵抗率から拡散係数試験の所要時間を推定

Ⅲ 照査に用いる物性値を計測  Ⅲ 各種拡散係数を室内試験で計測 

Ⅳ 実データの取得  Ⅳ 曝露試験等で見掛けの拡散係数を実証 
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図１ 電気抵抗率と非定常実効拡散係数の関係 図２ 電気抵抗率と定常実効拡散係数の関係 

0.01

0.1

1

10

10 100 1000 104

定
常

実
効

拡
散

係
数

(c
m

2 /年
)

電気抵抗率(Ω・m)

図３ 非定常実効拡散係数の予測精度 図４ 定常実効拡散係数の予測精度 

室内試験結果
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既往の研究例
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図５ 非定常実効拡散係数の試験期間の予測精度 図６ 定常実効拡散係数の試験期間の予測精度 
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